
　　　　　　　デ ュ ル ケ ム の 日 本 論 三 編

一 「日本の社会組織の譜図」・「日本における養子縁組」・「日本における婚姻法」一

　　　　　　　　　　　　薬 師 院 　 仁 　 志(訳)

                   Emile Durkheim 

 "TABLEAU DE L'ORGANISATION DU JAPON" • "L'ADOPTION AU JAPON" • 

"DROIT MATRIMONIAL AU JAPON"---- - 

             Translated into Japanese by Hitoshi YAKUSHIIN

凡 例

1.本 文中における()の 使用は原著にしたが っている。文意を明確にするために訳者が加

　 えた補足は、〔 〕に入れて区別 した。また、訳語の原綴を示す場合は原則 として[]に

　 入れた。

2。 原文の斜字体 は該当する訳語に傍点を付 した。

1.日 本の社会組織の譜図

 Durkheim, E., "TABLEAU DE L'ORGANISATION DU JAPON", L'annee sociologique, 5: 

1902, pp. 342 — 347.

　この書物がわれわれに提示 しているのは、日本の社会組織が歴史を通 じて経由してきたい

くつかの主要な局面に関する、簡潔でありながら、充分明快で考証 された譜図である原ω。

　その局面 には、全部で三っのものがある。

　最初のものは、出発点から、西暦644年 まで続く。それは、日本の歴史そのものと同 じく、

ヤマ ト人という部族が、先住民を撃退 しながら、あるいはそれと同化 しながら、この国に居

を定めにやって来るときに、 まさに始まるのである。実際、このヤマ ト人こそが、発展 しな

が ら、今日の日本国民 〔民族〕 となったのである。

　この名を もつ部族 は三つあり訳ω、同一の権威の下 に連合されていた。各部族 もそれぞれ、

氏と呼ばれるいくっかの集団によって構成 されていた。氏は、ローマの諸氏族[92漉25]に 類
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似 した諸氏族以外の何物でもない。実際、同一の氏の成員たちは、自分たちを同一の祖先の

子孫であると見なしていた し、その共通の祖先を対象 とす る同一の礼拝を実践 していたので

ある。また、各氏もそれぞれ、小氏(petites顔s)一 それがつ まりは家族 という最終の構成

単位か ら成っていた一 と呼ばれるより限 られた範囲の集 まりに分割されていた。ただ し、

家族 というのは、一組の結婚 した男女にも、その卑属親たちにも還元されるものではなかっ

た。兄弟たちや伯父たちや姪たち等々も、そこでの共同生活を していたのである。つまり、

それはひとつの家族的な共同体だったのであり、その外延 は、たとえばスラブ的なザ ドル

ガ訳ωを想起させるような ものであった。家族への、ということは氏族への、新規加入は、父

系の親子関係という道筋でなされていたというわけである。しかし、著者訳ωの言うことに反

して、まさに彼が引き合いに出している諸事実そのものが、当初における親子関係は母系で

あったということを明確に示 している。実際、男性は、その妻を買い取 ったり掠奪 したりす

ることができた場合を除いて、妻を自分の家へ連れ出す権利を持 ってはいなか った。彼は、

義理の父母の家でしか妻 と関係することができなかったし、その結合か ら生まれた子どもた

ちは、母親 〔二男の妻〕 の家族に所属していたのである。 なるほど、 だか らといって制規

[r6gime]が 母権的であったわけではない。しか し、母権制家族と母系制家族とは、大いに異

なるものなのである。 フクダ氏 は、この区別を無視 しているように思われる。

　各氏族の首座には、その長が置かれていた。この点は、氏族の各下位区分(小 氏や家族)

においても同様であった。これ ら各々の長が、直接的に随えている集団の成員たちに対 して

持っ権力は、絶対的なものであった。 この記述こそ、われわれが政治的=家 族的な組織 と呼

ぶもの、つ まり主として氏族か ら構成されている社会組織の、弁別的な諸特徴を認知させる

ものである。この呼称が正当であることは、さまざまな氏族がみな同一の祖先の子孫である

と自認 していたということか ら、もはや議論の余地はない。つまり、その同一の祖先 は、部

族全体の祖先だ ったのである。この祖先の直系の子孫たちを含むと見なされていた氏は、他

の諸氏に対する主導権を持っていた。その長は、全ての氏族に共通である国民的な礼拝の管

掌を託されていた。そして、この職務[fonctions]か ら、威信と特有の権利を得ていたので

ある。 これこそ、天皇的顕位の原初的形態であった原ω曜訳㈲。

　 氏はそれぞれ、それが占拠する邦土を、集合的に所有 していた。 しか し、基本的な経済的

単位を構成 していたのは、小氏であった。これらの集団の各々には、決め られた産業上の職

務 〔機能〕があった。 しかも、一つに決め られていた(漁 業、狩猟、農業、工芸の類、 しか

し、最後のものは天皇の氏の独占であった)。各々の家族(戸)の 職業 は、自由な選択の余地

が微塵 も残 されてお らず、その家族が所属する小氏の職業であった。土地を開拓する際の様

式に関 しても、それが集合的であったと、この著者は推測 している。

　 しか し、時代とともに、氏族は、当初の結束性を喪失 した。 この著者は、その消滅の諸原

因を、かなり雑然と並べ立てているが、主要な点は、その人口が増加 したことにあったと思

われる。おそらく、結婚や国内移住によって、いろいろな氏が混 じり合 ったり相互浸透 した

りしたのであろう。充分な個体性がな くなって しまったので、それらは、政治的、経済的、

および宗教的な統一性を提供 し続けることがもはやできなかったのである。それゆえ、かっ
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ての組織のうち、強固に構成された二っの要素の他には、 もはや何 も残 らなかった。一っは

天皇の権力であり、もう一つは家族(戸)で あった。実際、 これらの二要素によってもたら

された支配力 は、 この社会の変遷における第二番 目の局面(645-930)の 特徴を示すもので

ある。 この時まで、天皇は、氏族および下位氏族の長を介 してしか、諸家族を把 らえること

がで きなかっのだが、この時以降、天皇 と諸家族との間に、 もはや仲介的な権力 は存在しな

い。元々は、各々の氏が全 く独立 して、それが占拠する邦土を所有 していたのだが、氏が姿

を消 してしまったのであるから、天皇がその後を受け継 ぎ、天皇こそが全領土の唯一無二の

所有者 として見なされるのである。 しか し、領土の経営 〔=搾取〕を確実に行うために、天

皇は、領地を自分の全臣民に分配 していた。五歳を超えた男性 は、各個人、およそ十六アー

ル半を受 け取る権利を有 していた。女性は、その三分の二であった。六年毎に、死去 した者

たちが受けていた持分が国家に戻され、国家はそれ らを新たに権利を持った者たちに割り当

てていたのである。 しか し、もし持分が、このように人数に基づいて計算されていたのであ

れば、それらは、各個人ごとに個別に割 り当てられてはいなか ったということである。戸、

すなわち家族が、その成員全体に帰属 していた持分の総体を、共同で経営 していたのである。

かくして、初期の組織では非常に目立たぬ役割を演 じていた戸 というものが、氏が失 った地

位と重要性 とを獲得 した。かなり拡張したものの消失 してしまった諸集団 〔=氏〕が持 って

いた古代型共産主義も、戸へ逃げ場を得ていたのである。戸は、共同の一団を形成 しており、

緊密であり、極あて例外的にしか、解散することが認可されないのである。戸が、社会の礎

石になったのだ。戸の外部あるいは戸を超えた第二次的な集まりとしては、習俗に根を下ろ

さず人為的に境界を定められた行政的な区画 しか、もはやほとんど存在 しないのである。

　 しか し、第二次集団のこうした不在が原因で、このような組織 は、かりそめのものでしか

ありえなかった。中央の権力 は、社会的な凝集性を保証するような形で随所に遍在すること

ができないでいた。それゆえ、実際のところ、その制規はことごとく、一世紀の間 しか適用

されはしなか った。その後二世紀の間は、部分的で不規則な様式であった。私的な地主層は、

自分たちが天皇の対座に置かれるという従属的な状態か ら開放されていたのである。最も先

進的な者たちは、権力の一部分を掌握 しており、自分たちの領地を拡張 した。天皇自身も、

自らの吏官の一部に褒美の名目で地所を授与 して、この動きを助長 したのである。少 しつづ、

大地主という一っの階級が形作られ、彼 らに経済的な主導権を与えた力および中央権威の衰

弱のおかげで、っいには、全ての政治的、軍事的、司法的な権力を手中にするに至 った。帝

政日本は、 このように、多数の領地的荘園に分解した。領地的荘園は、 もはや、かなり弛ん

だ紐帯によって しか、天皇とともに存続す ることができなかったのである。小地主層は、自

らがその一 語のヨーロッパ的な意味での一 臣下 となった領主の下に従属 して身を置くこ

とを余儀な くされていた。かくして、七百年 も(十 七世紀の初頭まで)持 続 した壮大な封建

的システムが形成されたのである。それは、都市が出現し始めた時期でもある。 ヨーロッパ

と全 く同 じように、都市 は、領主の居所の周辺で、領主の保護のもとで生まれたのである。

都市 とともに、最初の同業組合が打ち立て られるのが見られるのもまた、 ヨーロッパと同様

である。
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　封建時代の後には、専制政治の時代(1603-1867)が 続いた。当然のことながら、あらゆ

る地方領主たちの自治権は、システムを催破 した果てしない内戦の結果次第であった。これ

らの戦闘に持ち堪え得るためには金が必要であり、貴族層訳㈹は、農民や都市にそれを要求す

ることを余儀な くされたのである。そして、多 くの場合、それは彼 らの独立 と引き換えの代

償であった。同時に、思想においても、一つの変化が成 された。宗教の諸宗派が、非常に急

速に形成され、発展 したのである。それらの精神は、古 くか らの国家的諸礼拝が着想を得て

いた精神とは、極めて異なったものであった。 これらの諸宗派は、より単純で、より庶民的

な何かを持っていたのである。 したがって、社会の組織においても、変化が必要になってい

た。日本の社会を構成 していた異質な諸要素をしっかり結びっけるような、強度な中央集権

化に対する必要が感 じられたのである。ただし、この中央集権化は、天皇を中心にして行わ

れたわけではない。なるほど、天皇の顕位は存続 していた。 しかし、そこに授けられていた

ものは、何 ら有効な権力を行使するものではなかった。天皇は、その宮殿の奥深 くに隠棲 し、

俗人たちの目には触れず、奢修 と幽玄に取 り囲まれ、自らは何事 もなしえなかったのである。

実質的な権限は、将軍 と名づけられた一種の吏官に握 られていた。原則上では、将軍は天皇

によって任命されていた。 しか し、天皇によって選定されることは全 くな しに、である。 こ

の中央集権型の組織 は、その本拠を国土の中央部に定め、経済的繁栄の時代、および日本が

それまで経験することのなかった知的進歩の時代の幕を開いた。 しか し、より確実な状態保

持のために、その組織は、妥協なき保守主義的政策に訴えたのである。日本の社会が内に閉

じ籠 り、外部 とのあ らゆる関係は禁制とされた。変革の産出に対する、あらゆる種類の障害

物である一 。このような状況は、前世紀の中葉、天皇が権力の現実を取 り戻 した時期まで、

持続 した。それか ら、より自由主義的な政体が開始されたのである。日本 は、外国に対 して

開かれ、議会的な諸制度が打ち立てられた、等々。それにもかかわ らず、 この著者 は、 これ

らの変化の重要性を否定するわけではないが、我々に次のよ うに警告 していた。すなわち、

これ らの変化は最 も高い諸階級においてしかほとんど現実性を持っておらず、その国民の根

深い庶民層に対する作用はほとんど持っていなかったというのである。

　上術 した日本の変遷と、われわれ自身の社会の変遷 とが、類似性を呈 していることに気づ

かされるであろう。われわれも、ほぼ同じ諸局面を経由したのである。カロリング朝訳ωの帝

政の後には封建制が続 き、封建制の後には専制君主制が続いた。細かい点においても同様に、

共通点が見出される。 ヨーロッパにおいても、 日本と同様、都市は領主的権力の隠部で、さ

らにはそれに敵対化するように、形成された。十字軍が、領主たちを没落 させなが ら、共同

体の解放を用意 したのと同様、 日本における内戦等々の戦争は、武士的諸階級の権力を、同

じような様式で弱体化させ、新たなる制規へと至る道筋を開いた。結局、どちらの側におい

ても、封建制の失墜 は、文学的 ・芸術的ルネサンスと同時代のものであり、宗教的改革 と同

時代のものなのである。 日本の諸宗派 とプロテスタント派 も、おどろくほど類似 している。

すなわち、両者 〔=日欧〕の発展はともに一般的な諸原因によるものなのであり、おそらく、

われわれはここで、社会的変遷の、ある抽象的な類型を眼前に しているということなのであ

る。
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原(D

原(2)

Fukuda　 Tokuzo,　 D盛 θGθsθ 」護scんα∫漉chθ πηdω 髭sc1吻%!`c13θE鋭 ω ゴc θ々`襯g勿 ノ4ραπ,

Stutt只art,　 Cotta,1900訳 〔D.

有史的な時代 においてさえ、兄弟 一姉妹間の結婚が日本では知られていないわけではないと

いう事実に基づいて、この著者は、諸氏族およびローマ氏族的な組織を、ここで持ち出すか

どうか自問している。 しかし、その推移の一時期における以外、族外婚制は氏族というもの

の特徴を示す ものではない(母 系的親子関係型の氏族)。他の点か ら、筆者は、日本の族内婚

制が、 カースト的支配がそこでな した展開に起因しているのではないかと自問 している。と

いうのは、カース ト的な精神は、近親相姦的な慣習行動に対する寛大さをもたらすという、

容易に理解されうる理由か らである。

訳(1)坂 西由蔵訳 『日本経済史論』宝文館、1907年 。なお、著者の福田徳三(1874-1930)は 、 日

　　　本の経済学草創期の代表的学者であるとともに、吉野作造 らと黎明会を組織 してデモクラ

　　　シー思想の普及に関する啓蒙活動 も行った。著作多数。また、論壇でも活躍 し、河上肇と交・

　　　わ した再生産論争 は有名である。

訳(2)水 野祐 らが唱えた王朝交替論によると、初期のヤマ ト国家には、崇神王朝、仁徳王朝、継体

　　　王朝という三っの系統があったとされている。

訳(3)ザ ドルガ[zadruga]と は、セルビア語で、南スラブ人の父系的大家族制度のことである。

訳(4)著 者 とは、Fukuda　 Tokuzoの こと。

訳(5)la　 dignit6　imp6riale。 天皇という称号が用いられるようになったのは七世紀以後のことであ

　　　るが、本論では、便宜上、皇帝 という訳語を用いず、天皇に統一する。

訳(6)ヨ ー ロッパでは、貴族層が封建制期における支配階層を形成 しており、地方的権力者 ・領主

　　　であった。

訳(7>カ ロ リング朝(751-987)と はフランク王国後期の王朝であり、751年 以後メロビング朝に代

　　　わって支配権を獲得 した。小 ピピンがクーデターによって王座に就き、その子のシャルル

　　　マーニュがローマ教皇か ら皇帝位を授けられた(カ ール大帝)。 カール大帝の死後は衰退 し、

　　　分裂へと向かう。

H.El本 に おける養子 縁組

 Durkheim, E., "L'ADOPTION AU JAPON", L'annee sociologique, 8: 1905, pp. 409 — 413.

　養子縁組 とは、通常の親族関係が自らの存在理由となる諸機能を果 たせな くなった場合

に、それの補完に当て られるひとっの補充的な親族関係である。それゆえ、所与の時点での

特定の国民(民 族)に おける養子縁組を研究す ることは、その社会のその時点における親族

関係の本質的な諸機能が何であるのかを確証するのに好適な方策なのである。日本における

養子縁組に関す るツガル氏の著書原がひもとくにふさわ しいものだと言 うのも、このような

見解によるのである。

　養子縁組のさまざまな形態は、多種多様なものである。それ らは、歴史の中で継起 してき

たものであり、ある点では今でも併存 しているものなのである。 しか し、それらは、以下の

三っの主要な類型に帰着 させることができる。

　 1.氏 族(氏)の 首座であれ、並存する多数の家族が何 らかの同じ存在に結びっくことに

よって形成される集団(戸)訳 ω の首座であれ、そこには広大な権力を持った長がいる。集団
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の長は、ある人物を後継者の資格で養子にすることができる。かくして、 このような養子縁

組は、養親 と養子との間に父一息子の関係を創 り出す ことを即座の目的にす るものではな

い。そうではな くて、たんに、現時の長の死後、その集団の指揮を取 り仕切 る適格性を養子

に授 けることを目的にしているのである。たしかに、養子は指名された相続人であるので、

その結果として、彼は養親の息子に相当することになる。だが、相続人 としての資格 は、家

族 〔一族〕の統治における後任者であるという資格の中にたまたま論理的に含まれているも

のであるか ら、養子は、相続人としての資格を間接的で媒介的な様式で しか獲得 していない

ことになるのである。親族関係としての関係は、養子縁組によって養子が帰せ られることに

なる家庭内職務に起因するのだ。してみると、このように理解 される養子縁組は、ローマ法

における相続人制度と同様の役割を果たしているのである。

　 2.あ る家族の　　集団の長ではない　　父親が、ある人物を息子として養子にすること

ができる。 これは、われわれが通常この語に与えている意味での養子縁組である。

　 3.最 後のものは、あらゆる種類の家族的ないし準家族的な関係を創出する役目をもつ養

子縁組である。誰かを兄弟として、姉妹 として、あるいは甥 として、養子縁組することがで

きる　　少なくとも一定期間ならできた　　のである。これは、養子縁組 とはいえ、奉公人

や家庭教師等々の身分で、他人を家へ入らせる役目をも果たすことができる。

　 ここで、個別に取 り上げておくに値するひとっの制度がある。それは、娘婿 という養子縁

組である。すなわち、娘だけしかいない男が、自分の娘を嫁がせることで、ある他人を養子

にするのである。この結婚から生まれた息子たちは、その祖父の相続人だと見なされた。養

子にされた娘婿 は、中継 ぎの役割 しか演 じない。彼は、代々の連続性を確保せ しめるだけで

ある。か くして、娘婿は、家族内において、あまり羨ましか らざる立場におかれるというわ

けである。

　 これ ら全類型の養子縁組のうち、第一の類型が、まさしく、 もっとも古 くもっとも重要な

ものであったように思われる。事実、元来の日本社会は、ローマの諸氏族 ㎏θ漉s]に 類似 し

た、いくっかの父系親族的な諸氏族によって構成されていたのである。 これ らの大集団一

すなわち氏一 の各々の首座には、先祖礼拝を看守することを第一義の職務 〔機能〕として

いた長がいた。この高位は、氏を構成 していた諸家族の中の一家族に帰属 し、そこの父か ら

息子へ と受け継がれるものであった。それゆえ、その長に息子がいなかったときに、彼は、

自分には無い男の子どもを養子にしたいと求あたものであった。この制度の起源は、か くの

ごときものであったのであろう。

　 しかし、紀元八世紀 ごろ、すなわち仏教や中国の文明が日本に輸入された時期、家族的な

組織、およびそれから波及 して養子縁組の体制が、重大な変化を経たのである。氏は少 しつ

つ当初の結束性を失い、 スラブ人のザ ドルガに似た、より限 られた範囲のひとっの家族 〔一

族〕がに前面に出てきた。 これが、戸という名の下で、典型的にそれ以後の家庭社会を構成

したのである。以来、養子縁組が保証 しようとしたのは戸の存続であり、養子縁組 は戸の長

を指名することを目的とした。しかるに、もはや戸は氏のように一部政治的な集団ではなく、

私的で、元来本質的に経済的な結合であった。氏の長が公的な機能を担わされていたのに対
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して、戸の長は、家庭上の権力 しか持っていなかったのである。その結果、養子縁組そのも

のも、経済的かっ私的な性格を持ち始めた。なるほど、養子縁組は、先祖礼拝の祭司と家族

の管理者を確保するためにあることを、その第一の存在理由とし続けた。 しかし、養子縁組

は、この時期から、それ とは全 く性格を異にする結果を生み出 し始めたのである。実際、こ

の当時に、個人的な所有権が現れる。それゆえ、長 というものは、 もはやその高位だけでな

く、財物をも継承 してゆかなければな らないのである。養子は、養父の権力に対する権利だ

けでなく、その財産に対する権利をも獲得する。実際のところ、養子縁組のこの新たな形態

が、初期的な養子縁組に続いて、その陰にかくれなが ら、生まれていたのである。 この二重

性を顕著に示 しているのは、長としての職務の継承とその財物の継承に関して、その二重性

が同種の規定の下に置かれているものではない点である。事実、養子だけが、その養父が死

亡 したときに、権限を行使するよう求められており、彼は、家族の他の成員　　たとえ養子

縁組以後に生まれていた息子があって も　　をすべて退ける。 これに対 して、財産の方に目

を向けると、養子は、非正嫡の息子に付与される取 り分の半分 しか取得 しないのである。

　封建体制　　それは十九世紀中葉まで続いたのであるが　　とともに、少な くとも名門武

士の階級においては、再 び、家庭生活と政治生活が非常に密接に接近するようになった。実

際、封土は男子から男子へと出生の1順に譲継されるべきものだったので、必然的に、養子縁

組は、本来の相続人が欠失 している場合に、封土を譲継 していくために用いられたのである。

そ して、それとは別の養子縁組をする事由は、 もはやほとんどな くなった。というのは、共

有財産か ら自分たちの取 り分を受け取るという、以前には家族の他の諸成員にも認められて

いた権利が消滅 して しまい、封土の相続人が、ただ一人の全財物の相続人になったからであ

る。庶民的な諸階級 においては事情が異なっていたであろうということは事実である。しか

し、この著者訳ωは、そこで行われていた諸慣行について、厳密には教えて くれていないので

ある。

　家族の長である後継者をあらか じめ指定する手段 としての養子縁組が、養子縁組の唯一あ

るいは中心的な形態であることを止めたのは、ようや く十九世紀の後半、封建的制度が崩壊

し、天皇の権力が再興 した後になってのことである。結局、この養子縁組は、それ自体で父

か ら子への関係を打ち立て得るものとして理解 されていたのだ。 これ以降、その 〔養子縁組

という〕制度 は、まったく新たな道へと向かっていった。もはやその制度は、集合的で非人

格的な一機能を永続せ しめることを唯一の目的としなくなった。そうではなくて、諸個人の

私的で内輪の感情に対 して、それが現出するための手段を提供することを目的 としたのであ

る。この二種類の養子縁組の間には、まったくの相違がある。つまり、ローマ式の遺言状一

その役割 は何にもまして、相続人すなわち家族の宗教生活および経済生活の後継者を指定す

ることにある一 と、われわれの近代的な遺言状　　自分たちの財産を、少なくとも部分的

には、個々人の親戚関係に従 って配分するために特に用いられる一 との間に存在する相違

である。 となれば、女性 もまた、 この個人的な感情を抱 くことができると同時に、その感情

の対象 にもなりえるのであるから、現今では、女性が養子をとったり養子になったりするこ

とができるのである。
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　上記のように、法規や慣習が通常の親族関係に与えていた役割が変化する際に、時を合わ

せて、養子縁組というものの性格も変化 したのである。 ところで、ツガル氏の著書は、別種

の考察にも機会を提供 していた。それは、通常の親族関係が、養子縁組による親族関係の侵

出にあ らがうがごとく示 していた、非常に大きな抵抗のことである。最後の時期までに、養

子は、養親の親類縁者の中か ら、 しかも四親等以内で、選ばれるようになってきていた。そ

の一方、養子縁組による親族関係は、自然な親族関係と完全には同列に置かれていなかった

のである。すでに我々が見てきたように、養子による息子 は、その父の財物に関 して、非常

に限 られた権利 しか持 っていなかった。それと同 じように、彼等のための喪の務めは、実の

息子たちにたいするそれと同様ではなかったのである。おそ らく、なおいっそう露骨なこと

は、養子縁組による親族関係が、結婚の制限事項になっていなかったということなのである。

このような諸特性について、 この著者は、日本の家族において先祖礼拝が演 じる役割の著 し

い重要性によって、確固たる説明ができるように思っている。先祖に対 して負 う諸義務が、

その先祖 と血縁上で結びっく人々によって先祖に対 して果たされることは、当然のように見

えるということだ。そして、親族関係を築いていたのはこの礼拝への参加である以上、養子

縁組による親族関係 は、下位の親族関係で しかありえなかったというわけである。 しか し、

ローマにおいても、家庭の宗教は、低目の地位に置かれていたのではない。それで も、養子

縁組は、 自然な親族関係の持っ全ての効果を生 じさせていたし、日本において養子縁組が従

属 させられていた諸条件を免除されていたのである。したがって、このような境遇の原因は、

別の所に求められなければな らない。その境遇が起因しているのは、家庭の長のもつ権限が

日本においてはローマにおけるほど大 きくなく、家族というものの非人格的な諸権利に厳 し

く制限されていたことにあると思われる。ところで、家族 というものが、養子縁組をはじめ

とする、このような外部的な諸要素の侵入に対 して抵抗す るのは、当然の ことである。 とり

わけ、家族 は、その成員のある者が集団の構成を恣意的に変更 しかねないようなことに対抗

するのである。氏や戸の長 とローマ的な家長[ρα彪吻 〃z漉αs]と を、過度に同一視 してはな

らないということであろう。それでも、両者の間に、家長権[ρα師αρo'gs'αs]というものの

本質と形成過程の解明におそらく役立ちうる類似点が存在することは、確かなことなのであ

る。

原TsugaruFusamaro,DieLehrevonderjapanischenAdoption.Berlinl903.

訳(D戸(典 型的には郷戸)と は、律令制で、地方行政における社会組織の最小単位であり、当時

の戸籍や計帳は戸を単位 として記されていた。一般に、戸は二十人～三十人程度で構成され

る大家族であったが、 ときに百人以上に及ぶ ものもあった。また、戸の内部はいくっかの小

家族(房 戸)に 分けうるのが普通であったと言われている。

訳(2)シ ガル氏のこと。
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皿,日 本における婚姻法

 Durkheim, E., "DROIT MATRIMONIAL AU JAPON", L'annee sociologique, 8: 1905, pp. 

421 - 425.

　結婚 という件に関 して、日本の法律が、歴史を通 じて変遷 しなかったわけではないが、そ

れにもかかわらず、その本質的な諸原則は非常に早い時期から固定 されていたのではなかろ

うか。その諸原則は、紀元八世紀の初頭にまでさかのぼる大宝律令の中に見られるようなも

のがほとんどそのまま、十九世紀の後半に至るまで存続 したのである。文武天皇の下でなさ

れたこの法典編纂は、天皇の権力が、昔か らの古い氏族的機構の廃虚の上に、はじめて確立

した時代に対応 している。もはやこの時期以来、1867年 の天皇制復古の後になるまで、この

件に関する大きな法典編纂は無かったのである。そのとき、日本の民法典を改変する務めは、

われわれの同胞であるボワソナー ド氏に託された。彼の影響を得たこの法典 は、1893年 に発

効 された。しか し、それは長 く用いられはしなかった。早 くも1898年 には、その改定が実施

されたのである訳ω。そこには、一段とドイッ的な影響が現れており、そして何よりも、それ

は日本の習俗や伝統をより重視することを目的にしていたのである原ω。

　当然のことながら、か くも長期わたる変遷過程を細目まで跡づけることは不可能である。

しか し、筆者 は、そこから見出せる、より全般的な概略を浮 き彫 りにしたいと思 うのである。

　起源において、家族 というものは、おそらく母系であったように思われる。実際、日本の

昔の法律によれば、妻は子どもたちとともに自分の両親の家に居っづけており、その夫は、

夜に彼女を訪問する権利をもっていただけであった。結婚を指 し示 していた言葉は、まさし

く、夜に家へ這入 り込む ということを意味していたのである。夫の家が家族の生活の中心と

なり、結婚 ということが両配偶者の正規の同棲となったのは、ようやく十四世紀になっての

ことである。 しか しなが ら、多 くの古い慣習も残存 した。結婚が仲介者によって取 り結ばれ

ることを求めるしきたりなどがそうであり、このきまりに違反すると、罰金を科せられたも

のであった。 このような慣習行動は、たしかにきわめて古いことだろうが、おそらくは婚約

者の禁忌にも関係がある。また、興味深い点は、離婚の場合においてもやはり、同様の仲介

が必要 とされるということである。

　 日本において今なお見受けられる婚姻の二形態を説明するものは、おそらく、母系家族の

稽留 ということであろう。家族が相続人として娘 しか持たないときに、母系家族の婚姻制規

が、その効力を回復する。夫 は、自分の妻の家で暮 らすようになり、その子どもたちは母方

の家族の氏を称するのである。 これは、入り婿 という結婚である。 この場合、結婚の諸費用

の負担を引き受けるのは、妻の方である。われわれがすでに見たとおり原(2)、このように婿と

して養親の家に入 る若い男性が、それと同時に、養親によって息子として養子縁組されるこ

とが時折ある。その男性は、家庭において、二っの職務を兼務する。これは、婿一養子とい

う結婚である。 このような結婚は、養子縁組が結婚と同時に一一一結婚が養子縁組の補完 とし
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て一 行われるのか、それとも養子縁組が結婚に先行 していたのかに応 じて、二っの異なっ

た様相を呈するのである。

全般的に見れば、女性 は、 ヨーロッパの諸国民における法律では女性 に承認されていない

自主性を享受 しているように思われる。これまで論 じてきた特殊な結婚において、女性の役

割が主導的なものとなるのは、当然のことであろう。だが、普通の結婚においても同様に、

女性の立場 はやはり重要なのである。原則として、結婚は、女性の法的な権能を低下させな

い。たしかに、そこには例外が存在 している。すなわち、妻 〔femme=女 性〕は夫の同意を

もって しか法的な行為を行うことができないなどといった場合である。たとえば、妻が資産

を受 け取ったり活用 した り、保証を与えたり保証人になったり、訴訟を起こしたり、遺産相

続を受け入れた り拒否 したりするといったことができるようになるたあには、夫の許可が必

要とされるのである。 しか し、妻は、許可なしであっても一 実際上は夫の許可が有効だと

は言え一 商取引を行 うことはできる。ある種の条件の下において、妻は、夫の名で、そし

て夫の代理として、行動することができるのである。

女性のこのような自主性は、夫婦の紐帯がかなり、とりわけ財物に関する処分権において

は顕著に、緩いものでなければ成り立たない。かくして、 日本の法律は、財産共有一 それ

が全体的であれ部分的であれ一 の制規を認めていないのである。配偶者双方の財産が、不

可分の全体を形成することは決 してない。たとえ後得財産であっても、こうしたやり方では

所有されないのである。配偶者各々の持分は、相手方の持分と区別されたままになっており、

各人が行使 しうる権利は、自分の持寄 り分に応 じて決まる。持分が著 しい方の側には、財産

管理が委ねられるのである。夫婦間の独立性は非常に高いので、夫が、妻の名において、あ

るいは妻の代理人 として、自分の妻 の財産に関する訴訟を起 こす ことができないほどであ

る。法律の制規 両配偶者が相反する条項に基づ く申 し立てを しなか った際に適用される

制規一 は、財物の完全な分離を踏まえているのである。

日本での結婚 は、 このように、極度の融通性、著 しい浩然さを享持す る制度であるように

見える。それは、 ヨーロッパの諸国民における結婚が呈 しているような、厳格 さや堅苦 しい

感 じを、何 も持 っていない。結婚は、この上なくはなはだ しい簡易さを以 って、取 り結ばれ

るのである。手続方式 も、非常に簡単である。長い間にわたって、結婚は、正式手続 さえな

しに取 り結ばれていた。それは、時として、ただ身分占有にのみ基づ くものであったという

わけである。今度 は、それが同じようなやり方で解消されるということを見てゆ くことにし

よう。

なるほど、婚姻の紐帯の切断を引き起こしうる原因には、多 くのものがある。

まず第一に、少なくとも大宝律令の制規において、離婚は、国家によって課 されうるもの

であったということである。それは、次のような場合においてであった。すなわち、一、夫

が妻の父母 または妻の父方の祖父母に危害を加えたとき、あるいは、夫が、妻の母方の祖父

母、叔父、叔母、兄弟姉妹を殺害 したとき。二、妻が夫の親族に対 して同種の過失 または犯

罪を犯 したとき。三、夫婦いずれかの親族よる他方の親族に対する殺人があったとき。 これ

らを別の角度から見れば、離婚に関係するある種の規定は、公的な刑罰によって裏づけられ
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ていたということである。 したがって、法によって認定された離婚のための七っの正当理由

が一っ もないのに妻と絶縁 した夫は、一年の懲役に処せられた。そして、 これら七っの事由

のいずれかのうちにありながらも、離婚をせずに、結婚 した状態のまま暮 らし続けていた男

女は、竹鞭百打の対象となっていたのである。

第二 として、相互の合意に基づ く離婚が認められている。かっては、婚姻の紐帯を断ち切

るという意志 のみで充分だったのだが、今日では、加えて、それを書 き留あることが要請 さ

れる。それでも、手続方式は、最小限に抑え込まれている。結婚が有効であるためにはその

合意が不可欠である人々の承諾が、離婚の場合にもやはり必要 とされているのだが、 とはい

え、 もし配偶関係がもはや実態的には存在 しないのであれば、両配偶者 は自分たちの同意を

管轄当局 に届け出るだけでよいのである。たしかに、当局がその届出を受理 しなければ、結

婚は解消されない。しか し、不受理にできるのは、その離婚が法に叛 くときだけなのである。

最後のものとして、両配偶者のうちの一方だけが法廷のような場に離婚を訴えかける事例

が、比較的多 くある。両配偶者のうちの一方に対 して公権停止や失踪三年といった有責宣告

がなされれば、その充分な理由となるのである。娘 しか持たない父親が若い男性を娘婿とし

て養子縁組す るという慣習は、また同時に、離婚の一つの起因でもある。実際、この特殊な

養子縁組は、一っの二重関係を生み出す。すなわち、養親 と養子との間にある父親と息子の

関係、および養親の娘 と養子との間にある妻 と夫の関係である。そこで、何 らかの理由に

よって、 もし二っの関係のうちの最初のものが終了するようなことになれば、まさにそのこ

とによって、二番目の関係 も終わることになる。ただ養子縁組上の息子 という自分の身分を

夫が失 うことだけで、である。両配偶者がともに子 どもとして養子縁組されているときは、

妻の側で結ばれた親族関係の紐帯が断ち切られるようなことになっても、同じことになる。

夫婦の紐帯 というものは、巻 き添えに遭 って断たれる可能性があるということなのである。

夫婦の紐帯の効力は、家族的な紐帯に比して、著 しく下位 に置かれているのである。

この相対的な脆弱性を説明するために、仮説を立てるという危険を冒すことは、敢えてし

ないでおこう。ここでは、そのことを確認するだけにとどめておく。もう一っの事実として、

日本の法律においては、離婚に対する特別処遇、あるいは少な くとも非常に大きな寛容性が

強 く現れているということがある。それはすなわち、相互の合意によって一度離婚の宣言が

適法になされ、受理 されれば、そこにたとえ法の条規との矛盾があったとしても、もはやそ

の宣言が異議申立を受 けることはありえないのである。だからこそ、尊属親の合意を欠 く結

婚は暇疵ありとされるが、離婚の場合はそうな らないのだ。 したがって、離婚が特別処遇的

な取決めを享持 していると言 うのは、誇張ではないのである。

原(1)

 

I (2 )

Twasaky Kojiro, Das Japanische Eherecht. Leipzig 1904. Sakamoto, Das Ehescheidungs-
recht Japans. Berlin, 1903.
Cf. Aneee sociologique, 8, p. 41O 2).

訳(1)こ の点に関するデュルケムの事実認識は、やや不正確である。ボアソナー ドが顧問を務めて

　　　作成 した民法は、1893年 の施行予定で1890年 に公布されたのであるが、 天賦人権説を基盤

　　　 とするフランス的な諸規定が、当時の支配層か ら強 く反発を受けた。その結果、1892年 には
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その施行が無期限に延期 されることになってしまい、1896年 には ドイッ風 に改定された別の

民法が公布され、それが1898年 か ら施行されたのである。

訳(2)「 日本における養子縁組」を参照。
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